
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
   

 
 
 

１． 改正事項の詳細について 

(1) 基礎控除額の引き上げ（令和８年12月１日施行） 

合計所得金額に応じて、基礎控除額が引き上げられました。 

給与収入 合計所得金額 
基礎控除額 

改正後 改正前 

206万円以下 132万円以下 

104万円 

95万円 

206万円超 475万円以下 132万円超 336万円以下 88万円 

475万円超 665万円以下 336万円超 489万円以下 68万円 

665万円超 850万円以下 489万円超 655万円以下 67万円 63万円 

850万円超 2,545万円以下 655万円超 2,350万円以下 62万円 58万円 

2,545万円超 2,595万円以下 2,350万円超 2,400万円以下 48万円 48万円 

2,595万円超 2,645万円以下 2,400万円超 2,450万円以下 32万円 32万円 

2,645万円超 2,695万円以下 2,450万円超 2,500万円以下 16万円 16万円 

2,695万円超 2,500万円超 0円 0円 

(2) 給与所得控除の最低保障額の引き上げ（令和８年12月1日施行） 

給与所得控除の最低保障額が令和８年分以降、74万円に引き上げられます。 

給与収入 
給与所得控除額 

改正後 改正前 

190万円以下 
74万円 

65万円 

190万円超 220万円以下 
給与収入×30％＋８万円 

220万円超 360万円以下 給与収入×30％＋８万円 

360万円超 660万円以下 給与収入×20％＋44万円 

660万円超 850万円以下 給与収入×10％＋110万円 

850万円超 195万円 

（次頁に続く） 

【重要ポイントは？】 

令和８年分の年末調整の 
変更点をチェックする 

しんわ税理士法人 

パートナー税理士 

前島 貴裕 

１．基礎控除額の引き上げ、給与所得控除の最低保障額の引き上げが行われます。 

２．上記の引き上げに伴い、扶養親族等の所得要件が改正されます。 

３．生命保険料控除の改正が行われます。 
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(3) 扶養親族等の所得要件の引き上げ（令和８年12月1日施行） 

基礎控除額の引き上げに伴い、扶養控除、特定親族、配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額の要

件が令和８年分以降、62万円に引き上げられます。 

なお、扶養控除等の控除額の改正はありません。 

扶養親族等の区分 
所得要件（給与収入のみの場合の収入金額） 

改正後 改正前 

扶養親族 

同一生計配偶者 

ひとり親の生計を一にする子 

62万円以下 

（136万円以下） 

58万円以下 

（123万円以下） 

特定親族 
62万円超 123万円以下 

(136万円超 197万円以下) 

58万円超 123万円以下 

（123万円超 188万円以下） 

配偶者特別控除の対象となる

配偶者 

62万円超 133万円以下 

(136万円超 207万円以下) 

58万円超 133万円以下 

（123万円超 201万5,999円以下） 

(4) 生命保険料控除の見直し（令和８年度改正） 

新生命保険料に係る一般生命保険料控除について、年齢23歳未満の扶養親族を有する場合の一般生命保険料控

除の控除額は、以下のとおり計算します。 

年間の新生命保険料 控除額 

30,000円以下 新生命保険料の全額 

30,000円超 60,000円以下 新生命保険料×1/2＋15,000円 

60,000円超 120,000円以下 新生命保険料×1/4＋30,000円 

120,000円超 一律60,000円 

旧生命保険料と上記の新生命保険料を支払った場合の一般生命保険料控除の適用限度額が６万円（改正前４万

円）に引き上げられます。 

なお、生命保険料控除全体の合計限度額は、従来通り12万円で変更はありません。 

２． 源泉徴収事務について 

令和８年11月までの給与等の源泉徴収事務に変更はなく、令和８年12月１日以後に支払う給与等の源泉徴収事務

から適用されます。令和８年11月30日以前に退職をした場合には、改正後の控除等の適用はありません。 

令和８年分の給与等の源泉徴収事務においては、令和８年12月に行う年末調整の際に、改正後の生命保険料控除

額、基礎控除額、改正後の給与所得控除後の給与等の金額に基づいて１年間の税額を計算し、源泉徴収税額表によ

って計算した源泉徴収税額との精算を行います。 

３． 年末調整関係書類の記載上の留意点 

(1) 基礎控除申告書 

合計所得金額の見積額に応じ、改正後の控除額（最高104万円）を記載する必要があります。 

(2) 配偶者控除等申告書・特定親族特別控除申告書 

配偶者等に給与所得がある場合、改正後の最低保障額（74万円）を適用して所得金額を計算し記載します。 

(3) 扶養控除等申告書 

所得要件の改正により新たに要件を満たすことになった親族がいる場合、異動事由欄に「令和８年12月1日改正」な

どと記載し提出します。 


